
政策評価プロセスと経済学

「エビデンス・ベースの政策立案・政策評価と
政策研究の連携の新たな展開」

日本経済学会 2016年春学会（6月18日）

大橋 弘 （東京大学）



政策評価とデータ利活用

日本経済学会

（2010年秋学会）

「わが国における政策評価：この10年を振り
返って」

基調講演：
 金本良嗣（東京大）
「政策評価の現状と課題―日本の経済学に
未来はあるか？」
 田辺国昭（東京大）
「規制影響分析の実態と経済学―政策評価
に効用関数は必要か？」

コメント等：
 澁谷和久（国交省）
 岸本充生（産総研）
 八田達夫（政策研）

（肩書き当時
敬称略）

ESRI経済政策フォーラム

（2015年2月）

「ミクロデータを活用した政策研究につい
て」

基調講演
 市村英彦（東京大）

「ミクロデータを活用した内外の研究の進
展と日本における今後の課題等につい
て」

コメント等：
 北村行伸（一橋大）
 大竹文雄（大阪大）
 野口晴子（早稲田大）

（肩書き当時
敬称略）
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わが国における既存の枠組み

• 政策評価

– 行政改革委員会（1996年12月）

「行政が関与する場合には、それによって生じる社会的便益と社会的費用と
を事前及び事後に総合的に評価し、その情報を積極的に公開する」

– 公共事業における費用対効果分析（事業評価）の義務付け（97年）、
事業評価対象の拡大（規制影響評価、租税特別措置等）など。

• 行政事業レビュー

– 霞が関の各府省が、全ての事業（約5,000）を対象に、事業の執行状
況や成果、資金の流れを点検、公開。

– 約1,000の事業については外部の視点も活用し、その一部は公開の
場で点検を実施（各府省による「公開プロセス」、「秋のレビュー」）
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既存の枠組みの特徴

• 政策評価制度

– 各府省の自己評価と制度官庁（総務省）のとりまとめ

– 意思決定とのリンクが間接的

– 事後的に政策を正当化する危険

– 透明性・公開性に関するチェック

• 行政レビュー

– 「秋のレビュー」の結果は、予算編成過程で活用するなど、点検のための点検に止まら
ず、点検結果を翌年度予算の要求や事業の執行に反映する試み。

– 外部の視点を入れた公開性は確保されるも、短時間でのやり取りの中で、劇場化する
傾向も過去に見られた。

政策決定において、費用対効果と投票という２つの代表的手法

• 公共政策がcommon valueならば投票が、private valueならば費用対効果が厚
生を高める政策選択として望ましい（Osborne and Turner, JPE, 2010）
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経済財政再生アクションプログラム

• 緊迫した財政事情のもと、政策の効率性・効果を検証
することがこれまで以上に求められている。

• 少子高齢化や人口減少に伴う社会経済環境の劇的
な変化に対応して、政策の基本的方向性自体を論じ
ることが急務。

– 単年度で個別政策を論じることの限界

• 異なるセグメント（例えば世代）で利害対立（private 
value）が深刻化する懸念が高まるなかで、費用対効

果分析を行うのに必要なデータや分析内容を積極的
に公開していくことが、正しい政策選択を行う前提とし
て求められつつあるのではないか。
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政策研究と学術研究の違い
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政策研究 学術（社会科学）研究

主な目的 社会・経済問題を解決する
ために、関係者が実現可能
性のある政策代替案をシス
テマテックに評価検討

社会現象を理解するための
理論構築とその検証。（分野
で定義される）「真理」の追究

対象 政策の意思決定者である特
定の個人や組織

他の学者

アプローチ 既存研究と理論とを統合して、
代替案の政策効果を予測

理論構築及び検証を行うた
めの厳密な手法。多くは事
後分析

時間制約 厳しい期限。意思決定と分
析の完了が繋がっている

時間的な制約は稀

特徴 顧客志向と時間制約のもと
で近視眼的な傾向。実務で
は、総合性が求められる（工
学や法学にも共通する）

意思決定者のニーズに合わ
ない情報が多い。経済学で
は重要な側面に絞ったシン
プルでシャープな分析が評
価される。

Weimer and Vining, Policy Analysis, 2011, Table 2.1 (p.26)及び金本良嗣（2010）をもとに筆者作成。



政策分析と経済学
• 政策分析に求められる経済学的な視点：

– 因果関係に対する考察（症状に対する短絡的な対応をしないこと）

– 分析の信頼性・頑強性に対する評価

• 費用対効果を含む政策分析に対する社会的ニーズは大きい。他方で、
基本的な事実確認（ファクト・ファインディング）も網羅的ではなく、ニー
ズに応えられないのが現状か。

• 費用対効果などのツールを使いこなせる基本的な能力、一般にも説明
できるコミュニケーション能力が求められる。

• 経済学の中でも、政策分析を戦わせる場作りも有用か。

• 「経済財政再生アクションプログラム」を政策分析に生かす試み。

– 経済・財政と暮らしの指標「見える化」ポータルサイト 【参考１】

– 政策介入の可視化の試み 【参考２】
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